
№ 質問 回答

1 事業者とは何か。
指定又は許可を受けている事業所又は施設の開設者や設置
者などの法人等を指します。

2
指定又は許可を受けている事業所又は施設の数に
予防事業所は含まれるのか。

含まれます。
例えば、同一の事業所が訪問介護事業所と介護予防訪問介
護事業所としての指定を受けている場合には、指定を受けて
いる事業所の数は２となります。

3 みなし指定は事業所数に含まれるのか。

病院等が行う居宅サービス（居宅療養管理指導、訪問看護、
訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション）であって、健
康保険法の指定があったとき、介護保険法の指定があったも
のとみなされている事業所は含みません。

4 各事業所に法令遵守責任者を置く必要があるのか。 各事業所に置く必要はありません。

5 法令遵守責任者には、資格要件はあるのか。

何らかの資格要件を求めるものではありませんが、少なくとも
介護保険法及び法に基づく命令の内容に精通した法務担当
の責任者を選任する必要があります。
また、法務部門を設置していない事業者の場合には、事業者
内部の法令遵守を確保することができる者を選任してくださ
い。
なお、代表者自身が法令遵守責任者になることを妨げるもの
ではありません。

6 法令遵守規程はどのようなものか。

事業者の従業員に少なくとも法及び法に基づく命令の遵守を
確保するための内容を盛り込む必要がありますが、必ずしも
チェックリストに類するものを作成する必要はありません。
例えば、日常の業務運営に当たり、法及び法に基づく命令の
遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等
を記載したものなど事業者の実態に即したものでも可としま
す。

7 業務執行の状況の監査の方法とは。

医療法、社会福祉法、特定非営利活動促進法、会社法等の
規定にに基づき、その監事又は監査役（委員会設置会社に
あっては、監査委員会）が法及び法に基づく命令の遵守の状
況を確保する内容を盛り込んでいる監査を行っている場合に
は、その監査をもって法に基づく業務執行の状況の監査とす
ることができます。
また、事業者の監査部門等による内部監査又は監査法人等
による外部監査のどちらの方法によることもできます。

8 定期的な監査とは、どの程度の頻度か。

必ずしも全ての事業所に対して、年１回行わなければならな
いものではありませんが、例えば事業所ごとの自己点検等と
定期的な監査とを組み合わせることにより、効率的かつ効果
的に実施してください。

9
業務管理体制の整備及び届出は、施行日である５月
１日までに行うのか。

最初の整備及び届出は平成２１年１０月３１日までに行う必要
があります。（介護保険法施行規則附則第２条）

10
運営規定等を変更する場合、変更年月日は実施日
の４月１日とすべきか、施行日である５月１日に合わ
せるのかどちらか。

施行日である５月１日に合わせる必要はありませんが、必要
に応じて経過措置のある平成２１年１０月３１日までに行ってく
ださい。

11
地方厚生局届け出る場合、事業者所在地のある地
方厚生局に届け出るのか。

指定又は許可を受けている事業所又は施設の数の多い地方
厚生局に届け出ることとなります。

12 県に届け出る場合はどうか。
事業者所在地のある各振興局福祉課及び西濃振興局揖斐
事務所福祉課に届け出てください。
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13 サテライト事業所は事業所数に含まれるのか。
含まれません。
例えば、訪問介護事業所で２箇所のサテライト事業所がある
場合でも、指定を受けている事業所の数は１となります。

14 休止中の事業所は事業所数に含まれるのか。 含まれます。

15 基準該当事業所は事業所数に含まれるのか。 含まれません。

16
市町村に届け出る場合、その届出先は事業者所在
地の市町村になるのか事業所所在地の市町村にな
るのか。

事業所所在地の市町村に届け出てください。

2 ／ 2


